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「酒税法及び酒類行政関係法令等解釈通達の制定について（法令解釈通達）」の一部改正

新旧対照表 

（注）アンダーラインを付した部分は改正部分である。 
改正後 改正前 

別冊 

酒税法及び酒類行政関係法令等解釈通達 

 

第２編 酒税法関係 

第９条 酒類の販売業免許 

第１項関係 

８ 酒類の販売業免許の区分及びその意義 

法第９条《酒類の販売業免許》に規定する販売業

免許の区分及びその意義は、次のとおりとする。 
(1) 酒類販売業免許 

酒類販売業免許とは、酒類を継続的に販売する

ことが認められる次の酒類の販売業免許をいい、

営利を目的にするかどうか又は特定若しくは不特

定の者に販売するかどうかは問わない。 
イ 酒類小売業免許 

酒類小売業免許とは、消費者、料飲店営業者

又は菓子等製造業者（以下「消費者等」という。）

に対して酒類を継続的に販売（以下「小売」と

いう。）することが認められる次の酒類販売業

免許をいう。 
 
 
 
 

(注)１ （省略）  
  ２ 「料飲店営業者」とは、酒場、料理店

その他酒類を専ら自己の営業場において

飲用に供する営業を行う者をいう。 
３ 「菓子等製造業者」とは、酒類を菓子、

パン、漬物等の製造用の原料として使用

する営業者をいう。 
(ｲ) （省略） 

(ﾛ) 通信販売酒類小売業免許 
通信販売酒類小売業免許とは、通信販売に

別冊 

酒税法及び酒類行政関係法令等解釈通達 

 

第２編 酒税法関係 

第９条 酒類の販売業免許 

第１項関係 

８ 酒類の販売業免許の区分及びその意義 

法第９条《酒類の販売業免許》に規定する販売業

免許の区分及びその意義は、次のとおりとする。 
(1) 酒類販売業免許 

酒類販売業免許とは、酒類を継続的に販売する

ことが認められる次の酒類の販売業免許をいう

（営利を目的にするかどうか又は特定若しくは不

特定の者に販売するかどうかは問わない。）。 
イ 酒類小売業免許 

酒類小売業免許とは、消費者、料飲店営業者

（酒場、料理店その他酒類を専ら自己の営業場

において飲用に供する営業を行う者をいう。）

又は菓子等製造業者（酒類を菓子、パン、漬物

等の製造用の原料として使用する営業者をい

う。）（以下「消費者等」という。）に対して

酒類を継続的に販売（以下「小売」という。）

することが認められる次の酒類販売業免許をい

う。 
(注) （同左）  
 
 
 
 
 
 
(ｲ) （同左） 

(ﾛ) 通信販売酒類小売業免許 
通信販売酒類小売業免許とは、通信販売（２
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改正後 改正前 
よって酒類を小売することができる酒類小売

業免許をいう。 
 
 
 
 
 
 

(注)１ 「通信販売」とは、２都道府県以上

の広範な地域の消費者等を対象とし

て、商品の内容、販売価格その他の条

件をインターネット、カタログの送付

等により提示し、郵便、電話その他の

通信手段により売買契約の申込みを受

けて当該提示した条件に従って行う販

売をいう。 
２・３ （省略） 
４ ２都道府県以上にわたる場合であっ

ても、販売場の所在する市町村（特別

区を含む。）の近隣にある市町村の消

費者等からの受注に基づき、当該消費

者等に対し自ら配達する方法により小

売を行う場合は、一般酒類小売業免許

に該当するものとして取り扱う。 
なお、「自ら配達」には、酒類の配

達又は引渡しを他の事業者に委託して

いる場合を含む。 
５ 酒類の店頭小売又は一の都道府県の

消費者等のみを対象として小売を行う

場合は、一般酒類小売業免許に該当す

る。 
なお、「店頭小売」とは、店頭にお

いて酒類の売買契約の申込みを受ける

こと又は店頭において酒類を引き渡す

ことを行う販売をいう。 
(ﾊ) （省略） 

ロ （省略） 

都道府県以上の広範な地域の消費者等を対象

として、商品の内容、販売価格その他の条件

をインターネット、カタログの送付等により

提示し、郵便、電話その他の通信手段により

売買契約の申込みを受けて当該提示した条件

に従って行う販売をいう。以下同じ。）によ

って酒類を小売することができる酒類小売業

免許をいう。 
(注) 

 
 
 
 
 
 
 

１・２ （同左） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 酒類の店頭小売（店頭において酒類

の売買契約の申込みを受けること、又

は、店頭において酒類を引き渡すこと

を行う販売をいう。）又は一の都道府

県の消費者等のみを対象として小売を

行う場合には、一般酒類小売業免許に

該当するのであるから留意する。 
 

(ﾊ) （同左） 

ロ （同左） 
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改正後 改正前 
(2)・(3) （省略） 

 

10 全酒類卸売業免許及びビール卸売業免許の申請

書等の審査順位の決定及び審査等 

(1) （省略） 

(2) 公開抽選の対象となる申請書等の提出期間 

申請書等は、免許年度内の何時においても提出

することができるものであるが、公開抽選の対象

となる申請書等の提出期間は、９月１日から同月

30日（土曜日又は日曜日の場合は、その次の月曜

日）までの期間（以下「抽選対象申請期間」とい

う。）とする。 

 

 

(注) 「免許年度」とは、９月１日から翌年の８月

31日までの期間をいう。   

 (3)～(9) （省略） 

(10) 免許年度の開始日前一定期間における申請

書等の取扱い 

イ ６月30日までの期間に受理した申請書等

については、当該免許年度の免許可能枠数の

範囲内で、その年の８月31日（土曜日又は日

曜日の場合は、その直前の金曜日）までに処

理する。 

 

ロ ７月１日からその年の８月31日までの期間

に受理した申請書等については、その年の９

月１日に受理したものと取り扱う。 

 

 

 

 

 

第28条 未納税移出 

第１項関係 

２ 蔵置場の設置許可の要件 

設置しようとする蔵置場の態様に従い、次の共通

(2)・(3) （同左） 
 

10 全酒類卸売業免許及びビール卸売業免許の申請

書等の審査順位の決定及び審査等 

(1) （同左） 

(2) 公開抽選の対象となる申請書等の提出期間 

申請書等は、免許年度（９月１日から翌年の８

月31日までの期間をいう。以下同じ。）内の何時

においても提出することができるものであるが、

公開抽選の対象となる申請書等の提出期間は、９

月１日（土曜日又は日曜日の場合は、その次の月

曜日）から同月30日（土曜日又は日曜日の場合は、

その次の月曜日）までの期間（以下「抽選対象申

請期間」という。）とする。 

 

 

 (3)～(9) （同左） 

(10) 免許年度の開始日前一定期間における申請

書等の取扱い 

イ ６月30日（土曜日又は日曜日の場合は、

その直前の金曜日）までの期間に受理した

申請書等については、当該免許年度の免許

可能枠数の範囲内で、その年の８月31日（土

曜日又は日曜日の場合は、その直前の金曜

日）までに処理する。 

ロ ７月１日（土曜日又は日曜日の場合は、

その次の月曜日）からその年の８月31日（土

曜日又は日曜日の場合は、その直前の金曜

日）までの期間に受理した申請書等につい

ては、その年の９月１日（土曜日又は日曜

日の場合は、その次の月曜日）に受理した

ものと取り扱う。 

 

第28条 未納税移出 

第１項関係 

２ 蔵置場の設置許可の要件 

蔵置場は、設置しようとする蔵置場の態様に従い、
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改正後 改正前 
的許可要件の全てかつ態様別許可要件のいずれかを

満たす必要がある。 

 

(1) 共通的許可要件 

イ～ニ （省略） 

ホ 申請場所は、支配人、管理人等責任ある職員

により又は業務管理委託契約により、酒類の管理

が適切にされている。 

ヘ （省略） 

(2) （省略） 

 

第 31 条 担保の提供及び酒類の保存 

第１項関係 

１～19 （省略） 

20 担保の管理等 

国税庁長官、国税局長又は税務署長は、担保を受

理した場合には、次の(1)から(3)に掲げるところに

より、当該担保に対して担保権者としての必要な注

意及び管理を行う。また、調査の結果その担保物件

等について担保保全上の措置を講ずる必要があると

認めたときは、通則法第51条第１項《担保の変更等》

の規定により、増担保の提供、保証人の変更その他

担保を保全するために必要な行為を担保提供者に命

ずる。 

 

 (注) 「その他担保を保全するために必要な行為」

とは、例えば火災保険の付保、火災保険金請求

権に対する質権の設定、変更登記承諾書の提出

等をいう。 

(1) 担保物件が不動産の場合には、必要に応じてその

内容及び価額又は保険契約若しくは賃借契約等に

変更がないかどうかを調査する。 

 

(2) 担保物件が株式、社債、貸付信託又は投資信託の

受益証券及びその他の有価証券（国債及び地方債を

除く。）の場合には、必要に応じてその市場調査を

する。 

申請者及び申請場所が、次の共通的許可要件及び態

様別許可要件のいずれにも該当している場合に限り

許可する。 

(1) 共通的許可要件 

イ～ニ （同左） 

ホ 申請場所は、常時支配人、管理人等責任ある

職員が配置されている又は業務管理委託契約に

より適切に酒類の管理がされている。 

ヘ （同左） 

(2) （同左） 

 
第 31条 担保の提供及び酒類の保存 

第１項関係 

１～19 （同左） 

20 担保の管理等 

担保を受理した場合には、次に掲げるところによ

り、当該担保に対して担保権者としての必要な注意

及び管理を行うものとし、調査の結果その担保物件

等について担保保全上の措置を講ずる必要があると

認めたときは、通則法第 51 条《担保の変更等》第１

項の規定により、増担保の提供、保証人の変更その

他担保を保全するための必要な行為（例えば火災保

険の付保、火災保険金請求権に対する質権の設定、

変更登記承諾書の提出等）をすることを担保提供者

に命ずる。 

 

 

 

 

(1) 担保物件が不動産の場合には、原則として年２

回以上その内容及び価額又は保険契約若しくは賃

借契約等に変更がないかどうかを実地に調査す

る。 

(2) 担保物件が株式、社債、貸付信託又は投資信託

の受益証券及びその他の有価証券（国債及び地方

債を除く。）の場合には、原則として年４回以上

その市場調査をする。 



 

5 
 

改正後 改正前 
(3) 担保物件が保証人の保証の場合には、必要に応

じてその保証人の資力及び保証能力等について調

査する。ただし、保証人が金融機関である場合を除

く。 

 

附則（平成 29年法律第４号関係） 

第39条 手持品課税等 

６ 平成29年改正法指定時以後における戻入れ等酒類

の取扱い 

(1) 引上対象酒類 

平成29年改正法附則第39条第１項、第14項又は

第20項《手持品課税等》の規定により手持品課税

が行われた引上対象酒類が、平成29年改正法指定

時以後酒類の製造場に戻入れ又は移入（以下この

６において「戻入れ等」という。）された場合に

おける新酒税法第30条《戻入れの場合の酒税額の

控除等》の規定の適用は、次による。 

イ・ロ （省略）  

ハ 引上対象酒類を戻入れ等した者と手持品課税

等の申告を行った者が同一である場合の取扱い 

手持品課税が行われた引上対象酒類が、酒類

の製造場に戻入れ等された場合において、当該

酒類を戻入れ等した者と当該酒類について手持

品課税等の申告を行った者が同一であり、かつ、

当該酒類の製造者から次の事項を記載した書面

が提出されたときは、当該書面を手持品課税対

象証明書として取り扱う。 

(ｲ) 当該酒類の税率の適用区分及び当該区分ご

との数量 

(ﾛ) 当該酒類が戻入れ等された日 

(ﾊ) 当該酒類を当該酒類の製造者の製造場に戻

入れ等した者の住所及び氏名又は名称 

(ﾆ) 当該戻入れ等した者が当該酒類について手

持品課税等の申告を行ったことを確認した旨 

なお、当該酒類を戻入れ等した者と戻入れ

等された者が同一である場合には、当該書面

に代えて、当該酒類について手持品課税等の

(3) 担保物件が保証人の保証の場合（保証人が金融

機関である場合を除く。）には、原則として年２

回以上その保証人の資力及び保証能力等について

調査する。 

 

附則（平成 29年法律第４号関係） 

第39条 手持品課税等 

６ 平成29年改正法指定時以後における戻入れ等酒類

の取扱い 

(1) 引上対象酒類 

平成29年改正法附則第39条第１項、第14項又は

第20項《手持品課税等》の規定により手持品課税

が行われた引上対象酒類が、平成29年改正法指定

時以後酒類の製造場に戻入れ又は移入（以下この

６において「戻入れ等」という。）された場合に

おける新酒税法第30条《戻入れの場合の酒税額の

控除等》の規定の適用は、次による。 

イ・ロ （同左）  

（新設） 
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改正後 改正前 
申告を行ったことが確認できる書面をもって

手持品課税対象証明書として取り扱う。 

(2) （省略） 

 

第７編 災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等

に関する法律関係 

第８条 

１ 指定酒類製造者の公示の取扱い 

災免令第 15 条の２第３項《特定被災酒類に係る控

除の特例》の規定による公示は、次に掲げる事項を

記載した書面を通則令第３条第１項《災害等による

期限の延長》の規定により指定された地域を所轄す

る全ての税務署の掲示場に掲示するとともに、同一

の事項を国税庁のホームページに掲載することによ

って行うものとする。 

(1)～(4) （省略） 

 

２ 指定の解除又は延長の取扱い 

災免法第８条第１項《特定被災酒類に係る控除の

特例》の規定による指定を解除又は延長する場合は、

特定被災酒類に係る酒税の納税義務者に代わる酒類

の製造者の指定を解除又は延長した旨を記載した書

面を通則令第３条第１項《災害等による期限の延長》

の規定により指定された地域を所轄する全ての税務

署の掲示場に掲示するとともに、解除又は延長した

旨を国税庁のホームページに掲載することによって

行うものとする。 
 

第８編 酒類行政法令関係 

第１章 酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律関係 

第 86 条の５ 酒類の品目等の表示義務 

３ 酒類の品目の表示以外の表示義務事項の表示 

 (1)・(2) （省略） 

 (3) 税率適用区分 

   税率適用区分の表示は、次による。 

  イ 改正前の組合令第８条の３第１項第５号《表

示事項》に規定するその他の発泡性酒類の税率

 

 

(2) （同左） 

 

第７編 災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等

に関する法律関係 

第８条 

１ 指定酒類製造者の公示の取扱い 

災免令第 15 条の２第３項《特定被災酒類に係る控

除の特例》の規定による公示は、次に掲げる事項を

記載した書面を通則令第３条第１項《災害等による

期限の延長》の規定により指定された地域を所轄す

る全ての税務署の掲示場に掲示することによって行

うものとする。 

 

(1)～(4) （同左） 

 

２ 指定の解除又は延長の取扱い 

災免法第８条第１項《特定被災酒類に係る控除の

特例》の規定による指定を解除又は延長する場合は、

特定被災酒類に係る酒税の納税義務者に代わる酒類

の製造者の指定を解除又は延長した旨を記載した書

面を通則令第３条第１項《災害等による期限の延長》

の規定により指定された地域を所轄する全ての税務

署の掲示場に掲示することによって行うものとす

る。 
 

 

第８編 酒類行政法令関係 

第１章 酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律関係 

第 86 条の５ 酒類の品目等の表示義務 

３ 酒類の品目の表示以外の表示義務事項の表示 

 (1)・(2) （同左） 

 (3) 税率適用区分 

   税率適用区分の表示は、次による。 

イ 発泡酒は、「麦芽使用率○○％」と表示する。 

ただし、「麦芽使用率 25％未満」、「麦芽使
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改正後 改正前 
適用区分の表示は、令和５年９月30日までの間、

次の(ｲ)から(ﾊ)に掲げるとおり表示する。 

(注) 上記のその他の発泡性酒類は、平成 29年

改正令附則第２条第３項《酒税の保全及び

酒類業組合等に関する法律施行令の一部改

正に伴う経過措置》の適用を受けるものを

いう。 

(ｲ) 平成 29 年改正法附則第 36 条第２項第４号

《発泡性酒類及び醸造酒類に係る税率の特

例》に規定するその他の発泡性酒類は、「酒類

の品目」、「発泡性を有する旨」の後に「①」

と表示する。 

(注) 上記の表示については、令和５年 10月

１日以降も引き続き表示することとして

差し支えない。 

(ﾛ) 平成 29 年改正法附則第 36 条第２項第３号

に規定するその他の発泡性酒類は、「酒類の品

目」、「発泡性を有する旨」の後に「②」と表

示する。 

(ﾊ) 上記(ｲ)及び(ﾛ)以外のその他の発泡性酒類

（平成 29 年改正法附則第 34 条《その他の発

泡性酒類の範囲に関する経過措置》の適用を

受けるその他の発泡性酒類に限る。）は、「酒

類の品目」、「発泡性を有する旨」の後に「③」

と表示する。 

ロ 法第３条第 18号《その他の用語の定義》に規

定する発泡酒の税率適用区分の表示は、令和８

年９月 30日までの間、次の(ｲ)又は(ﾛ)に掲げる

とおり表示する。 

(ｲ) 麦芽使用率の表示 

  法第３条第 18 号イに掲げる発泡酒は、「麦

芽使用率〇〇％」と表示する。ただし、「麦芽

使用率 25％未満」、「麦芽使用率 25％以上 50％

未満」、「麦芽使用率 50％以上」のものについ

ては、その旨を表示することとしても差し支

えない。 

(注) 上記の表示については、令和８年 10月

用率 25％以上 50％未満」、「麦芽使用率 50％

以上」のものについては、その旨（「麦芽使用

率 50％以上」のものについては「麦芽使用率○

○％以上」）を表示することとしても差し支え

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ その他の発泡性酒類は、酒類の「品目」、「発

泡性を有する旨」の後に次の区分により「①」、

「②」又は「③」と表示する。 

   (ｲ) 平成29年改正法附則第36条第２項第４号

《発泡性酒類及び醸造酒類に係る税率の特

例》に規定するその他の発泡性酒類に該当す

る場合は「①」と表示する。 

   (ﾛ) 同項第３号に規定するその他の発泡性酒

類に該当する場合は「②」と表示する。 

   (ﾊ) (ｲ)・(ﾛ)以外のその他の発泡性酒類に該当

する場合は「③」と表示する。 

    (注) 上記表示を行うに当たり、包材変更に
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改正後 改正前 
１日以降も引き続き表示することとして

差し支えない。 

(ﾛ) その他の発泡性酒類であった発泡酒の税率

適用区分の表示  

 Ａ 法第３条第18号ロに掲げる発泡酒のうち

平成 29 年改正法附則第 36 条第５項第２号

に規定する発泡酒は、「発泡酒②」と表示す

る。 

 Ｂ 法第３条第 18 号ロ（Ａの発泡酒を除く。）

又はハに掲げる発泡酒は、「発泡酒③」と表

示する。 

 (注) 上記の表示については、令和８年 10

月１日以降も引き続き表示することと

して差し支えない。    

 ハ 雑酒の税率適用区分の表示は、法第 23条第４

項第２号《税率》かっこ書に規定する「その性

状がみりんに類似する酒類」に該当するものに

ついては「雑酒①」、それ以外のものについては、

「雑酒②」と表示する。 

(4) 発泡性を有する旨の表示 

組合令第８条の３第１項第５号の「発泡性を有

する旨」の表示は、「発泡性」、「炭酸ガス含有」、「炭

酸ガス入り」又は「炭酸ガス混合」の表現を用い

る。 

(注） 炭酸ガスを加えた酒類は、発泡性を有する

旨の表示義務が課せられているか否かにかか

わらず、別途、食品表示基準第３条第１項《横

断的義務表示》の規定に基づき、添加物とし

ての表示義務があることに留意する。 

 

附則（平成 29 年法律第４号関係、平成 29年政令第 110

号関係） 

第 121 条 酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律

の適用に関する経過措置 

第２項関係 

１ 税率適用区分等に関する「異なる表示」の承認に

ついての取扱い 

相当期間を要する場合等表示をし難い場

合には、組合令第８条の３第６項《表示

事項》の規定に基づく承認を受けて、一

定の期間上記表示と異なる表示をするこ

ととして差し支えない。 

  （表示例） 

     発泡性を有するその他の醸造酒（アルコー

ル分５度）で、平成 29 年改正法附則第 36 条

第２項第３号《発泡性酒類及び醸造酒類に係

る税率の特例》に該当するもの 

「その他の醸造酒（発泡性）②」 

 

 

 

ハ 雑酒は、法第 23条第５項括弧書《税率》に規

定する「その性状がみりんに類似する酒類」に

該当するものについては「雑酒①」、それ以外の

ものについては、「雑酒②」と表示する。 

 

(4) 発泡性を有する旨の表示 
発泡性を有する旨の表示は、「発泡性」、「炭

酸ガス含有」、「炭酸ガス入り」、「炭酸ガス混

合」の表現を用いる。 
 

(注)  炭酸ガスを加えた酒類は、発泡性を有する

旨の表示義務が課せられているか否かにかか

わらず、別途、食品表示基準第３条第１項の

規定に基づき、添加物としての表示義務があ

ることに留意する。 
 

（新設） 
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改正後 改正前 
平成 29 年改正法附則第 121 条第２項《酒税の保全

及び酒類業組合法等に関する法律の適用に関する経

過措置》の規定に基づき、令和６年３月 31 日まで従

前の例により表示を行う酒類について、同年４月１

日以後も、引き続き従前の表示を行いたい場合は、

組合令第８条の３第６項《表示事項》に規定する「異

なる表示」の承認を財務大臣（組合規則第 20 条《権

限の委任》の規定により委任を受けた税務署長。２

において同じ。）から受けることとする。 

この承認により異なる表示をする期間は、最長令

和９年９月 30日まで認めることとする。 

なお、当該承認に当たっては、承認を受ける期間

中、組合令第８条の３第１項に掲げる事項の表示が

行われていることを消費者等が確認できるよう、同

条第６項の承認を受ける者が管理・運営するインタ

ーネットのウェブサイトにおいて、次に掲げる事項

を公表しなければならない。 

(1) 商品名 

(2) 内容量 

(3) アルコール分 

(4) 本来の表示 

(5) 異なる表示として表示している事項 

 

２ 発泡性を有する旨の表示に関する「異なる表示」

の承認についての取扱い 

平成 29 年改正法附則第 34 条《その他の発泡性酒

類の範囲に関する経過措置》に定める期間の経過後

に、組合令第８条の３第１項第５号の「発泡性を有

する旨」の表示を行うこととなる酒類について、令

和８年 10月１日以後も、引き続き従前の表示を行い

たい場合は、同条第６項に規定する「異なる表示」

の承認を財務大臣から受けることとする。 

この承認により異なる表示をする期間は、最長令

和 11年９月 30 日まで認めることとする。 

なお、当該承認に当たっては、承認を受ける期間

中、「発泡性を有する旨」を表示していることを消費

者等が確認できるよう、同項の承認を受ける者が管
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改正後 改正前 
理・運営するインターネットのウェブサイトにおい

て、次に掲げる事項を公表しなければならない。 

(1) 「発泡性を有する旨」を表示していない酒類の

商品名 

(2) 内容量 

(3) アルコール分 

(4) 品目 

 

 


